
大田区立学校における働き方改革推進プラン（第２次）概要版

第１章 プランの概要

1.前プランのめざす姿

すべての教員が、子どもたち一人ひとりに寄り添

い,子どもたちの未来を創る力を育み,意欲を引き

出す教育を実践しています

２.計画期間

令和２年度から令和６年度まで

３.目標

１か月の時間外在校等時間 45時間

１年間の時間外在校等時間 360時間を超える

教員をゼロにする。

４.前プランの具体的な取組内容
施策１ 在校時間の客観的な把握と働き方改革への

意識付け
施策２ 教員業務の明確化と最適化
施策３ 学校を支える体制づくり
施策４ 教員一人ひとりのワーク・ライフ・バラン

スの実現に向けた環境づくり

第４章 これからの取組

取組等の検証計画の位置づけ

教育委員会が主体となりPDCAサイクルによって毎年進捗を確認

します。在校時間数の把握と連動して全教師に向けたアンケー

トを行い、施策の効果を確認します。

「学校における働き方改革庁内検討委員会」「学校における働

き方改革作業部会」などの既存の会議を活用してヒアリングを

実施するなど、学校の負担とならないよう配慮します。

取組をまとめ、取組状況を保護者や地域に公表するとともに

総合教育会議において報告してまいります。

1.背景・改定の趣旨

令和２年３月に「大田区立学校における働き方改革

推進プラン」を策定し、教職員の長時間勤務の是正

に向けて、４つの施策を柱とし、18の取組を実施し

てきました。

取組の結果、目標は達成できず依然として長時間

勤務の教員が多い状況で,教職員の働き方改革に対

する意識醸成や実感も十分に進んでいないことが判

明しました。

このためこれまでの取組を継承しアンケートの結

果、社会情勢に対応して、本プランを改定する。

２.目的

未来を担うこどもたちのために、保護者や地域の理

解と協力を得ながら、持続可能な学校教育の実現に

向けて教職員が健康で毎日充実して働き続けること

ができること。

３.取組期間

令和7年度から令和10年度までの4年間 

（※、国の制度改正や社会状況の著しい変化があった場

合は、見直し) 

第２章 これまでの取組

時間外在校時間が45時間未満の割合及び

小・中学校別時間外在校時間の平均

令和元年度から令和５年度まで、教職員全体の時間外在校等時間

は減少傾向で、月毎の45時間未満の割合は増加傾向でしたが、令

和６年度は前年度から横ばいとなっています。また副校長は依然

として時間外在校等時間45時間未満の割合が、相対的に低くなっ

ています。

第３章 教職員の勤務実態

働き方改革のめざす姿
児童・生徒に向き合う時間を確保するなど教員が本来担う役割に集中し、

誇りとやりがいをもって働くことができる魅力的な環境づくりを進めます。


